
　都市計画用途地域を次のように変更する。

種　　　類 建築物の容積率 建築物の建ぺい率
外壁の後退
距離の限度

建築物の敷地
面積の最低限度

建築物の
高さの限度

備　　　考

第一種低層住居専用地域 約 206 ｈａ ６／１０以下 ４／１０以下 － － １０ｍ

約 115 ｈａ ８／１０以下 ５／１０以下 － － １０ｍ

小 計 約 321 ｈａ
第二種低層住居専用地域 約 - ｈａ － － － － －

小 計 約 - ｈａ
第一種中高層住居専用地域 約 685 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 685 ｈａ
第二種中高層住居専用地域 約 39 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 39 ｈａ
第 一 種 住 居 地 域 約 543 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 543 ｈａ
第 二 種 住 居 地 域 約 24 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 24 ｈａ
準 住 居 地 域 約 48 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 48 ｈａ
田 園 住 居 地 域 約 - ｈａ － － － － －

小 計 約 - ｈａ
近 隣 商 業 地 域 約 51 ｈａ ２０／１０以下 ８／１０以下 － － －

小 計 約 51 ｈａ
商 業 地 域 約 132 ｈａ ４０／１０以下 － － － －

小 計 約 132 ｈａ
準 工 業 地 域 約 277 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 277 ｈａ
工 業 地 域 約 181 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 181 ｈａ
工 業 専 用 地 域 約 628 ｈａ ２０／１０以下 ６／１０以下 － － －

小 計 約 628 ｈａ

合 計 約 2929 ｈａ

「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」

面　　　積

山陽小野田都市計画用途地域の変更（山陽小野田市決定）



構成比
（％）

構成比
（％）

第一種低層住居専用地域 約 206 7.0 約 206 7.0 0 ６／１０以下 ４／１０以下

約 115 3.9 約 115 3.9 0 ８／１０以下 ５／１０以下

小 計 約 321 10.9 約 321 11.0 0

第二種低層住居専用地域 約 - - 約 - - - － －

第一種中高層住居専用地域 約 685 23.3 約 685 23.4 0 ２０／１０以下 ６／１０以下

第二種中高層住居専用地域 約 39 1.3 約 39 1.3 0 ２０／１０以下 ６／１０以下

第 一 種 住 居 地 域 約 555 18.9 約 543 18.5 -12 ２０／１０以下 ６／１０以下

第 二 種 住 居 地 域 約 26 0.9 約 24 0.8 -2 ２０／１０以下 ６／１０以下

準 住 居 地 域 約 48 1.6 約 48 1.6 0 ２０／１０以下 ６／１０以下

田 園 住 居 地 域 約 - - 約 - - - － －

近 隣 商 業 地 域 約 51 1.7 約 51 1.7 0 ２０／１０以下 ８／１０以下

商 業 地 域 約 130 4.4 約 132 4.5 +2 ４０／１０以下 －

準 工 業 地 域 約 266 9.0 約 277 9.5 +11 ２０／１０以下 ６／１０以下

工 業 地 域 約 176 6.0 約 181 6.2 +5 ２０／１０以下 ６／１０以下

工 業 専 用 地 域 約 644 21.9 約 628 21.4 -16 ２０／１０以下 ６／１０以下

合 計 約 2941 100.0 約 2929 100.0 -12

備　　　考
変更後の
増減面積
（ｈａ）

変更前

新　旧　対　照　表

面積
（ｈａ）

変更後

面積
（ｈａ）

種　　　類 建築物の容積率 建築物の建ぺい率



都市計画区域名

用途地域
容積率／
建ぺい率

用途地域
容積率／
建ぺい率

埴生西地区 1 6.4 準工業地域 200/60 無指定 100/60
都市計画道
路

飲食店と戸建住宅が立地し、未利用地が多く分布
する地区

都市化が進展しておらず、当分の間営農を継続
することが見込まれる地区

特定用途制限地域の指定

埴生西地区 2 15.0 第一種住居地域 200/60 無指定 100/60
都市計画道
路

主として戸建住宅が立地し、未利用地が多く分布
する地区

都市化が進展しておらず、当分の間営農を継続
することが見込まれる地区

特定用途制限地域の指定

神田地区 3 0.4 第一種中高層住居専用地域 200/60 準工業地域 200/60 無 商業施設が立地している。
商業施設が整備され、幹線道路沿道における沿
道サービス施設用地としての利便の増進を図る地
区

神田地区 4 0.4 無指定 100/60 準工業地域 200/60 無 戸建住宅が立地している。
商業施設が整備され、幹線道路沿道における沿
道サービス施設用地としての利便の増進を図る地
区

石井手地区 5 0.1 無指定 100/60 第一種中高層住居専用地域 200/60 無 戸建住宅が立地している。
周辺地区と一体となり専用住宅地としての環境の
保護を図る地区

石井手地区 6 3.3 無指定 100/60 第一種住居地域 200/60 無 戸建住宅が立地し、未利用地もある。
幹線道路沿道の土地利用の方向性を見据え、沿
道サービス施設用地としての利便の増進を図る地
区

不二輸送機周辺
地区

7 5.0 無指定 100/60 工業地域 200/60 無 隣接する工場が増設している。
既存工場の増設及び将来の工場増設計画を考
慮し、工業としての利便の増進を図る地区

丸河内地区 8 0.003 準工業地域 200/60 第一種中高層住居専用地域 200/60 無
道路沿道で、商業施設と戸建住宅が立地してい
る。

用途界の不整合を修正

市民館周辺地区 9 1.7 第二種住居地域 200/60 商業地域 400/80 無 市民館が立地している。
都市計画マスタープランで定める文化交流拠点と
しての機能向上を図る地区

準防火地域の指定

県立おのだサッ
カー交流公園周辺

地区
10 16.4 工業専用地域 200/60 準工業地域 200/60 緑地

サッカー交流公園、東沖緑地であり、管理棟等が
立地している。

都市計画マスタープランで定めるスポーツ交流拠
点としての機能向上を図る地区

広瀬二地区 11 0.05 無指定 100/60 第一種住居地域 200/60
都市計画道
路

県道厚狭停車場郡線 用途界の不整合を修正

千崎地区 12 0.1 第一種住居地域 200/60 無指定 100/60 無 里道及び山林 用途界の不整合を修正 特定用途制限地域の指定

千崎地区 13 0.1 第一種中高層住居専用地域 200/60 無指定 100/60 無 里道及び山林 用途界の不整合を修正 特定用途制限地域の指定

千崎地区 14 0.1 第一種中高層住居専用地域 200/60 第一種住居地域 200/60 無 里道及び山林 用途界の不整合を修正

用途地域変更調書

山陽小野田都市計画区域

箇所名
整理
番号

面積
（ha）

現計画 変更案
その他の規
制の状況等

土地・建物利用の概況 変更理由
関連する措置の
概要と実施の時期



（ｈａ）

第二種低層
住居専用地
域

第一種中高
層

住居専用地
域

第二種中高
層

住居専用地
域

第一種
住居地域

第二種
住居地域

準住居地域 田園住居地域 近隣商業地域 商業地域 準工業地域 工業地域 工業専用地域 無指定 合　　計

60 80 - 200 200 200 200 200 - 200 400 200 200 200 100 小　計

60 206.0 206

80 114.5 115

第二種低層
住居専用地域

- - - -

第一種中高層
住居専用地域

200 684.6 0.003 0.1 685 685

第二種中高層
住居専用地域

200 38.8 39 39

第一種
住居地域

200 0.1 539.5 3.35 543 543

第二種
住居地域

200 24.4 24 24

準住居地域 200 47.9 48 48

田園住居地域 - - - -

近隣商業地域 200 50.7 51 51

商業地域 400 1.7 130.2 132 132

準工業地域 200 0.4 260.0 16.4 0.4 277 277

工業地域 200 175.6 5.0 181 181

工業専用地域 200 627.9 628 628

無指定 100 0.1 15.1 6.4 21 21

小　計 206 115 - 685 39 555 26 48 - 51 130 266 176 644 9

合　　計 - 685 39 555 26 48 - 51 130 266 176 644 9

用途地域の新旧対照総括表（山陽小野田都市計画区域）

第一種低層
住居専用地域

第一種低層
住居専用地域 321

321

旧用途

新用途
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山陽小野田都市計画区域 　用途地 域 の変更（山陽小野田市決定）　総括図
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行政区域

都市計画区域

第一種低層住居専用地 域

第一種中高層住居専用地 域

第二種中高層住居専用地 域

第一種住居地 域

第二種住居地 域

準住居地 域

近隣商 業地 域

準工業地 域

工業地 域

工業専用地 域

風致地 区

臨港地 区

都市計画道路

駐車場 （自転車駐車場 ）

公園 ･緑地

墓園

ポン プ場

下水処 理場

ごみ処 理場

市場

土地 区画整理事業

地 区計画

火葬場

汚物処 理場

防火地 域 特別工業地 区

準防火地 域

商 業地 域

上段　　　　　　　　容 積率

下段　　　　　　　 建ぺい率

60

40

凡　　　　　　 　 　例

特定用途制限地 域



,

,

,

!

番 　　号 1

面　　積 6.4　ha

変更区分 準 工業地域 ⇒ 無指定+特定用 途制限地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容 積  率 200% ⇒ 100%

!

番 　　号 2

面　　積 15.0　ha

変更区分 第 一種住居 地域 ⇒ 無指定+特定用 途制限地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容 積  率 200% ⇒ 100%

符 　号

イ － ロ

ロ － ハ

ハ － イ

説　　明

国 道 ２ 号 南 側

２ 級 河 川 糸 根 川 東 側

現 用 途 地 域 界

大字埴生

ハ

ロ

イ

µ
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ｍ

1:2,500

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更（山陽小野田市決定）　計画図

凡例

変更前

変更後

都市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし
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番　　号 3

面　　積 0.4　ha

変更区分 第一種 中高層住居専用 地域 ⇒ 準工業地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 200% ⇒ 200%

番　　号 4

面　　積 0.4　ha

変更区分 無 指定+特定用 途制限地域 ⇒ 準工業地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 100% ⇒ 200%

符　号

イ － ロ

ロ － イ

市 道 日 の 出 町 船 越 線 北 東 側

説　　明

現 用 途 地 域 界

大字東高泊

緑が丘

青 葉台

大字西 高泊

大字千崎

日の出２丁目

柿の木坂２丁目

イ

ロ

µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ

1:2,500

山陽 小野 田都市計画区域　用途地域の変更（山陽 小野 田市決定）　計画図

凡例

変更前

変更後

都市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし
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番　　号 5

面　　積 0.1　ha

変 更区分 無指 定+特定用途制限地域 ⇒ 第一種中高層 住居 専用地域

建  蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 100% ⇒ 200%

番　　号 6

面　　積 3.3　ha

変 更区分 無指 定+特定用途制限地域 ⇒ 第一種住居 地域

建  蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 100% ⇒ 200%

番　　号 7

面　　積 5.0　ha

変 更区分 無指 定+特定用途制限地域 ⇒ 工 業地域

建  蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 100% ⇒ 200%

符　号

イ － ロ

ロ － ハ

ハ － イ

現 用 途 地 域 界

説　　明

里 道 東 側

法 定 外 公 共 物 （ 青 道 ） 北 側

符　号

ロ － ト

ト － チ

チ － ロ

現 用 途 地 域 界

里 道 東 側

説　　明

市 道 江 の 内 石 井 手 線 北 側

符　号

イ － ロ

ロ － ハ

ハ － ニ

ニ － ホ

ホ － ヘ

へ － イ

見 通 し 界

市 道 江 の 内 石 井 手 線 北 側

説　　明

里 道 東 側

市 道 高 畑 石 井 手 線 北 側

県 道 小 野 田 美 東 線 南 側

現 用 途 地 域 界

大字小野 田

大字東高泊

新有帆町

大字有帆

日の出３丁目

日の出４丁目

共和台

くし山１丁目

くし山２丁目

くし山３丁目

石井手

イ

ロ

イ

ハ

ロ

ニ

ヘ

ト

チ

ハ

ホ

µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ
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山陽 小野 田都 市計画区域　用途地域の変更（山陽 小野 田市決定）　計画図

凡例

変更前

変更後

都 市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし
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番　　号 8

面 　　積 0.003　ha

変更区分 準 工 業地域 ⇒ 第一種中高層住居専用地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容 積 率 200% ⇒ 200%

符　号

イ － ロ

説　　明

国 道 １ ９ ０ 号 西 側 か ら ５ ０ ｍ 離 隔

大字小野 田

大字丸河内

自 由ヶ丘

北竜王 町

港町

中央１丁目

中央２丁目

中央３丁目

中央４丁目

須恵１丁目

須恵２丁目

住吉本町 １丁目

住吉本町 ２丁目

千代町 １丁目

千代町 ２丁目

高栄２丁目

叶松１丁目
叶松２丁目

イ

ロ

µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ

1:2,500

山陽小野 田都市計画 区域　用途 地域の変更（山陽小野 田市決定）　計画 図

凡例

変更前

変更後

都市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし
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番　　号 9

面　　積 1.7　ha

変 更区分 第二種住居 地域 ⇒ 商業地域+準防火地域

建 蔽 率 60% ⇒ 80%

容  積 率 200% ⇒ 400%

番　　号 10

面　　積 16.4　ha

変 更区分 工 業専用地域 ⇒ 準工 業地域

建 蔽 率 60% ⇒ 60%

容  積 率 200% ⇒ 200%

符　号

イ － ロ

ロ － ハ

ハ － ニ

ニ － ホ

ホ － ヘ

ヘ － ト

ト － チ

チ － イ

説　　明

市 道 東 沖 １ 号 線 北 側

市 道 六 十 番 堤 塘 線 東 側

市 道 東 沖 １ 号 線 東 側

市 道 東 沖 ２ 号 線 南 側

大 字 小 野田７５２ ５番地７と７５２ ５番地２ １の境界

大 字 小 野田７５２ ５番地８と７５２ ５番地２ ０の境界

大 字 小 野田６９１１番地３と６９１１番地１の境界

県 道 妻 崎 開 作 小 野 田 線 東 側

符　号

イ － ロ

ロ － ハ

ハ － ニ

ニ － イ 現 用 途 地 域 界

説　　明

市 道 栄 町 六 十 番 線 南 側

栄町６８３７番地３と法定外公共物（赤道）の境界

栄 町 ６ ８ ３ ７ 番 地 ３ と ６ ８ ８ ７ 番 地 の 境 界

大字小野田

稲荷町

千代町１丁目

中川１丁目

中川２丁目中川３丁目

中川４丁目

中川５丁目

中川６丁目

栄町

高栄１丁目

高栄２丁目
高栄３丁目

ロ

イ

ロ

イ

ハ

ハ

ニ

ニ

ホ

ヘ ト

チ µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ

1:2,500

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更（ 山陽小野田市決定）　計画図

凡例

変更前

変更後

都 市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし



,

,

!

符　号

イ － ロ

ロ － イ

説　　明

県 道 厚 狭 停 車 場 郡 線 西 側

現 用 途 地 域 界

番 号 11

面 積 0.05

変 更 区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変 更 区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

ｈａ（差 し引 きにより、第一種住居 地域が増加）

第一種住居 地域

60%

200%

無指定+特 定用途制限地域

60%

100%

無指定+特 定用途制限地域

60%

100%

第一種住居 地域

60%

200%

大字鴨庄

大字厚狭

大字山 川

大字郡

厚狭

桜 １丁目

桜 ２丁目

イ

ロ

µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ

1:2,500

山 陽小野田都市計画区域　用途地域の変 更 （山 陽小野田市決 定）　計画図

凡例

変更前

変更後

都市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし



,
,

,

, ,

!

!

!

符　号

イ － ロ

ロ － ハ

ロ － ニ

イ － ホ

ホ － ハ

ホ － ニ

里 道 西 側

説　　明

里 道 南 側

里 道 南 側

現 用 途 地 域 界

現 用 途 地 域 界

現 用 途 地 域 界

番 号 12

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒100% 200%

200% 100%

無指定 +特定 用途制限地 域 第一種住居 地 域

60% 60%

ｈａ（差 し引 きにより、無指定 が増加）

第一種住居 地 域 無指定 +特定 用途制限地 域

60% 60%

番 号 13

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒100% 200%

200% 100%

無指定 +特定 用途制限地 域 第一種中高層 住居 専 用地 域

60% 60%

ｈａ（差 し引 きにより、無指定 が増加）

第一種中高層 住居 専 用地 域 無指定 +特定 用途制限地 域

60% 60%

番 号 14

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒200% 200%

200% 200%

第一種住居 地 域 第一種中高層 住居 専 用地 域

60% 60%

ｈａ（差 し引 きにより、第一種住居 地 域が増加）

第一種中高層 住居 専 用地 域 第一種住居 地 域

60% 60%

大字 東高泊

大字 有帆

大字 高畑

大字 千崎

柿の木坂１丁目

柿の木坂２丁目

柿の木坂３丁目

高千帆 １丁目

高千帆 ２丁目

くし山 ３丁目

石井手

イ

ハ

ニ

ロ ホ

µ

0 200 400 600 800 1,000100

ｍ

1:2,500

山 陽小野田都市計画区域　用途地 域の変更（山 陽小野田市決定 ）　計画図

凡例

変更前

変更後

都市計画区域

用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更なし



!

!

番　　号 1
面　　積 6.4　ha
変更区分 準工業地域 ⇒ 無指定+特定用途制限地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 200% ⇒ 100%

番　　号 2
面　　積 15.0　ha
変更区分 第一種住居地域 ⇒ 無指定+特定用途制限地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 200% ⇒ 100%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 240 480 720 960 1,200120
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:3,000

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

!

番　　号 3
面　　積 0.4　ha
変更区分 第一種中高層住居専用地域 ⇒ 準工業地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 200% ⇒ 200%

番　　号 4
面　　積 0.4　ha
変更区分 無指定+特定用途制限地域 ⇒ 準工業地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 100% ⇒ 200%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 120 240 360 480 60060
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:1,500

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

!

!

番　　号 5
面　　積 0.1　ha
変更区分 無指定+特定用途制限地域 ⇒ 第一種中高層住居専用地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 100% ⇒ 200%

番　　号 6
面　　積 3.3　ha
変更区分 無指定+特定用途制限地域 ⇒ 第一種住居地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 100% ⇒ 200%

番　　号 7
面　　積 5.0　ha
変更区分 無指定+特定用途制限地域 ⇒ 工業地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 100% ⇒ 200%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 240 480 720 960 1,200120
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:3,000

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

番　　号 8
面　　積 0.003　ha
変更区分 準工業地域 ⇒ 第一種中高層住居専用地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 200% ⇒ 200%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 120 240 360 480 60060
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:1,500

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

!

番　　号 9
面　　積 1.7　ha
変更区分 第二種住居地域 ⇒ 商業地域+準防火地域
建 蔽 率 60% ⇒ 80%
容 積 率 200% ⇒ 400%

番　　号 10
面　　積 16.4　ha
変更区分 工業専用地域 ⇒ 準工業地域
建 蔽 率 60% ⇒ 60%
容 積 率 200% ⇒ 200%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 240 480 720 960 1,200120
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:3,000

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

番 号 11

面 積 0.05

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

60%

200%

ｈａ（差し引きにより、第一種住居地域が増加）

第一種住居地域

60%

200%

無指定+特定用途制限地域

60%

100%

無指定+特定用途制限地域

60%

100%

第一種住居地域

変　 更　 前 変　 更 　後

0 240 480 720 960 1,200120
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:3,000

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域



!

!

!

番 号 12

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

ｈａ（差し引きにより、無指定が増加）

第一種住居地域 無指定+特定用途制限地域

60% 60%

200% 100%

無指定+特定用途制限地域 第一種住居地域

60% 60%

100% 200%

番 号 13

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

60% 60%

ｈａ（差し引きにより、無指定が増加）

第一種中高層住居専用地域 無指定+特定用途制限地域

200% 100%

無指定+特定用途制限地域 第一種中高層住居専用地域

60% 60%

100% 200%

番 号 14

面 積 0.1

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

変更区分 ⇒

建 蔽 率 ⇒

容 積 率 ⇒

60% 60%

ｈａ（差し引きにより、第一種住居地域が増加）

第一種中高層住居専用地域 第一種住居地域

200% 200%

200% 200%

第一種住居地域 第一種中高層住居専用地域

60% 60%

変　 更　 前 変　 更 　後

0 240 480 720 960 1,200120
m

山陽小野田都市計画区域　用途地域の変更　（山陽小野田市決定）　　新旧対照図

1:3,000

凡例
用途地域

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

変更前

変更後

変更なし

都市計画区域


